
(

常住人口

（Ｈ22．4．１）Ｈ１２

22,993

10,70711,205

21,869

11,162

Ｈ１７

11,792

任 期 16

一般行政職の
平均給料月額

225

216 166

うち一般行政関係

(百万円・人）

15.41,841

％

％

％26.5

57.5

年間販売額
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農業
（Ｈ17．2．1）

農家数

1,121

従業者数

事業所数

2,278

47

商店数

28,916第３次

3,810

（H20.1.1～12.31）

農業産出額

従業者数

（人・百万円）

－

9,947 ％

総生産額（Ｈ１９年度）

477

歳）

議 長

①長等（Ｈ２２．５．１現在）

＜行政組織＞

市章等 〒 311-4391

http://www.town.shirosato.lg.jp
029-288-3111

〈e-mail〉

〈 ＴＥＬ 〉

類型

029-288-3113

④機構図（Ｈ２２．４．１現在）
11,200

9,067
有権者数

合計

254

全職員数
の 推 移

＜町長＞－＜副町長＞－
総 務 課（秘書・広報広聴Ｇ，庶務Ｇ，人事・給与Ｇ，消防・防災Ｇ）

―桂支所（庶務G，住民G）
―七会支所（庶務G，住民G）

企画財政課（財政Ｇ，企画調整Ｇ，管財Ｇ）
―開発公社

税 務 課（住民税Ｇ，固定資産税Ｇ，徴収・収納対策Ｇ）
―収納対策室

町 民 課（戸籍・住民Ｇ，環境衛生Ｇ，交通・防犯Ｇ）
保 険 課（国保年金Ｇ，老人保健Ｇ，介護保険Ｇ，診療所G）

―地域包括支援センター
健康福祉課（福祉Ｇ，健康増進Ｇ）

―保育所，保健センター，福祉センター
産業振興課（農地農政Ｇ，農林畜産Ｇ，商工観光Ｇ）

―物産センター，総合野外活動センター，ホロルの湯
都市建設課（維持改良Ｇ，都市計画Ｇ，住宅Ｇ）
下 水 道 課（公共下水道Ｇ，農業集落排水Ｇ）
＜出納＞－会計課（出納Ｇ）
＜水道事業管理者＞－水道課（総務Ｇ，業務Ｇ，工務Ｇ）
＜教育委員会＞－＜教育長＞－
事務局（庶務Ｇ，学校教育Ｇ，施設Ｇ，生涯学習Ｇ，社会体育Ｇ）

－幼稚園、小学校、中学校、給食センター，公民館，図書館，コ
ミュニティセンター
＜農業委員会＞－事務局
＜議会＞－事務局（庶務Ｇ，議事Ｇ）
＜選挙管理委員会＞＜監査委員＞－総務課併任
＜固定資産評価会＞－税務課併任

240

区分

卸・小売業
（Ｈ19．6．1）

④有権者数（22．3．2現在）

第１次

40,081

③農業・工業・商業

9,508

②産業構造

市町村内総生産

－

72.1

soumu@town.shirosato.lg.jp

〈 ＦＡＸ 〉

地方公共
団体コ－ド

④特産物

住民所得

区分

国勢調査

世帯数

11,215

11,788

〈 住所 〉

面積

3,317 百円

〈 Ｈ Ｐ 〉

あくつ ふじお

H26.3.11 現議員数

赤津 康明

16

古内茶 レッドポアロー（赤ネギ） 常陸秋蕎麦 苺 やぶ北茶
しいたけ 合鴨米

（H18.1.1～12.31）

製造業
（Ｈ20．12．31）

22,930

製造品出荷額等

農業就業人口

993

1,050

12,112

（H18.4.1～19.3.31）

城里町（しろさとまち）

過疎
山振
特定農山村

＜概要＞

①沿革

公営企業
法適用（上水） 法非
適用（公共下水 特
定環境下水 農業集
落排水）

地域指定
退職手当 消防賞じゅつ金 交通
共済 消防災害補償 非常勤公務
災害 市町村会館 税滞納整理
老人保健センター 火葬場・斎場
農業共済 し尿処理 ごみ処理 放
牧事業

平成17年2月1日 合併
常北町 桂村 七会村

③人口・世帯数

平成17年2月1日に誕生した城里町は，茨城県の西北部に位
置し，東部は那珂川沿岸に開けた沖積平野地帯で，農地や宅
地，工業用地などに利用され，国道123号沿線を中心に，多く
の住民が居住しています。中西部は，八溝山系の南縁部が標
高２００ｍ前後の丘陵地帯となっており，藤井川をはじめとする
那珂川支流の多くの河川が起伏の激しい地形を作り出し，山林
や農地，レクリエーション施設などに利用され，美しい自然が残
る静かな地域である一方，県都水戸市に隣接する恵まれた立
地環境にある町です。

②地勢・風土等

名

小林 祥宏副議長

条例定数 名

ｋ㎡

党 派 別

③職員数（Ｈ２１．４．１現在） （人）

民主1 公明1 無14

Ⅴ－２

副町長

②議会（Ｈ２２．５．１現在）

阿久津 藤男

67

161.73

Ｈ１８．４．１ Ｈ１９．４．１

ラスパイ
レス指数

小松﨑 三夫

124 50

公営事業
会計関係

全職員数 普通会計関係

10,779

女

96.1

Ｈ２０．４．１
Ｈ７

6,820

男

⑤老齢人口割合

96.1
地域手当
補正後
ラス指数

23,007

6,256

21,979

人
口

男

計女

401

人口１人当り

億円

18,575

億円

＜産業・経済＞

7,396

5,334

26.3

千円

老齢人口割合

（Ｈ22.3.31住基人口）

％

7,206

就業者１人当り

①生産・所得（平成１9年度）

第２次

2,090

11,942

％

6,872

3,16324.8

5.2

総額・総数

％

就業人口（Ｈ１７国調）

千円2,104

長
任 期 H25.2.26

就任回数 1 期目

一部事務組合加入事業

東茨城郡城里町大字石塚1428-25

083101



△ 3

1,541

700

16.7 △ 48

11.31,046

公民館等

H17～
H26

期間名 称

か所

か所

児童館

4

5

30.44 ％

％47.14

0

[95.7]

[12.8]
宿泊施設の利活用交流事業の公社へ
の委託

排水等処理率か所

263.9

30.2

－

マル福対象外の乳幼児と中学校卒業ま
での生徒の医療費を助成するH22

特例乳幼児・児童
医療費助成（マル
特）事業

プ－ル 2

道路改良率

病院・診療所5

1

1,900

（百万円）

17
グリーンツーリズ
ム事業委託

H22

戸

か所 上水道等普及率

16
デマンド交通シス
テム運行補助事
業

H22

事前に登録・予約をした町民を対象に、
町内全域へ送迎を行う城里デマンド交
通「ふれあいタクシー」に対する運行補
助

[19,998]

3

48.4 ）

老人福祉施設 か所

29

[0.786]

経常収支比率 [90.8]

0.410

89.7 ％

④市町村税の状況（平成２０年度）

H20～
H23

城里町立常北中
学校建設事業 2,019

）

1,049,020

(
93.6

3.3

（

＜公共施設整備状況＞（平成２０年度）

91.1

徴収率

88.9

71,071

(

90.6

（千円・％）

921,579

38.5（ ）

0.2

－

財政力指数（Ｈ１９～２１）

投資的経費

連結実質赤字比率

将来負担比率

4.1

△ 123

△ 72 △ 4.0

△ 3.0

△ 0.5

△ 3.0

＜主要施策等＞

2,392,713 2,168,243

－

校

校

小学校

公営住宅 436

幼稚園

保育所

図書館

）

1,180,633

中学校

49.3

（ 3.2

10

）

市町村税合計
（国保除く）

75,935

38.7 ）(

市町村民税・個人
（構成比）

収入額

839,131

Ｈ１９決算 Ｈ２０決算

その他

実質単年度収支 143,274 △ 17,857

（千円・％）

9,227,891

150,139

△ 26,993

4.3

増減率

歳 入 8,992,479 9,378,030

区分

＜財政状況＞

①決算収支

1,855

345

990

歳 入

うち臨財債

4,034

②主な歳入・歳出（平成２０年度）

地方交付税

9,378

△ 28,408

決算額

単年度収支

構成比

331

23.12,168

うち繰入金

4,226

994

うち補助 14

歳 出

義務的経費

公債費

地方税

地方債

国庫支出金 3.5

－

10

243

※（ ）は早期健全化基準，[ ]は県平均値

233

実質公債費比率

うち単独

その他の経費

10.8

45.8

11.3

18

364

43.0

42.9

7.6

386

か所

30.6

体育館

①主要施策実施状況

都市計画道路池ノ内・片山線
L=1,200m

町道三ツ塙線 L=720m
町道徳蔵倉見線 L=3,100m

合併市町村幹線
道路緊急整備事
業

基本設計
実施設計
学校建設工事－

4.1

-

-

-

0.8

4.3－

区 分

2.5

増減額 増減率

98

90,398

固定資産税
（構成比）

-

（百万円・％）

市町村民税・法人
（構成比）

内 容
概 算
事業費

72.96

94.14 ％

％

園

3

3

区分 調定額

形式収支

歳 出 8,863,953

128,526

実質収支 117,391

か所

か所

道路舗装率

19

219.8

－

227

14.7

－

12710.6

－

169 1.8

19.8

3.7

9,228

－

18.6

－

普通建設事業費

うち繰出金

人件費

扶助費

百万円

実質赤字比率

③主要指標（平成２０年度）

－

＜健全化判断基準＞

－ ％ ( 14.11 )

債務負担行為支出予定額（B) [2,833]

標準財政規模（Ｈ２1年度） [13,853]

地方債現在高（A) [21,590]

7,024 百万円

12,411

413

－

1,291 14.0 －

1,046

3,956

1,715

17.0 ％ (25.0)

－ ％ ( 19.11 )

2,813 百万円

10,011

積立金現在高（C)

百万円

167.5 ％ (350.0)
②今後の主要課題・特色ある行政等

＜普通会計に関する主な指標＞
＜主要課題＞
・行財政改革の推進と財政健全化
・少子高齢化社会への対応
・グリーンツーリズム施策の推進

＜特色ある行政＞
・特例乳幼児・児童医療費助成（マル特）事業
・次世代育成支援
・ふれあいの船事業
・デマンド交通システム運行[4,425]

百万円

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)


